
2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

「補助対象」、「委託内
容」、「活用事例」、
「事業イメージ」の中か
らタイトルを選択。
［ﾒｲﾘｵ、太字、14pt］

事業の目的を箇条書きで記載
［ﾒｲﾘｵ、標準、12pt］

事業名を記載
［ﾒｲﾘｵ、太字、18pt］

事業のポイントを簡潔に記載
［です･ます調、ﾒｲﾘｵ、太字、14pt］

予算額を記載
【令和６年度要求額 0,000百万
円（0,000百万円）】
［ﾒｲﾘｵ、標準、13pt、数字は半
角］

事業内容を説明。冒頭で手短に、事業の背
景について触れること。
［ﾒｲﾘｵ、標準、11 or 12pt］

■実施期間

■事業形態

図・写真等を交えつつ、
このスペースに納まる
よう記述

小見出し［ﾒｲﾘｵ、濃青
緑、太字、12pt］

本文［ﾒｲﾘｵ、標準、
12pt］

問い合わせ先を記載
環境省○○局○○課
○○室 電話：03-
5521-xxxx
［ﾒｲﾘｵ、太字、12pt、電
話番号は半角］

以下から選択：
請負事業／委託事業／直接補助事業／直接
補助事業（基金）／間接補助事業／交付金
／交付金（基金）

※補助事業の場合は補助率も記載
※複数の事業種別がある場合や特殊なス
キームの場合は、適宜記載
［ﾒｲﾘｵ、標準、12pt］

「■選択」の欄は、事業形態に合わ
せ、以下の様に記載
①請負事業：■請負先
②委託事業：■委託先
③補助事業：■補助対象
④交付金： ■交付対象
［ﾒｲﾘｵ、標準、12pt］

以下から選択：
民間事業者・団体／非営利団体／大学
／研究機関／地方公共団体一般／都道
府県／市区町村
［ﾒｲﾘｵ、標準、12pt］

4. 

関連するSDGsのアイコン
を１つ以上記載

脱炭素移行に向けた二国間クレジット制度（JCM）推進事業（欧州復興開発銀行（EBRD）拠出金事業）

事業イメージ

拠出金

「地球温暖化対策計画（令和7年2月閣議決定）」に基づき、国際機関と
連携して、JCMを活用した個別プロジェクトを支援。脱炭素技術等をパー
トナー国に導入することで、CO2排出削減を実現し、我が国の2030年
度,2040年度削減目標達成に活用するとともに、地球規模での排出削減に
も貢献。
特に、これまで導入コスト高から導入が進んでこなかった脱炭素技術等

の採用に伴う追加コストをEBRDの基金により支援することで、各国の脱
炭素社会への移行につなげ、削減分についてJCMクレジット化を図る。ま
た、調達プロセスにおいてライフサイクルコスト等による評価手法を開
発・導入することで、各国の能力構築による炭素市場メカニズムの形成を
図り、東ヨーロッパ、コーカサス、中央アジア地域等における脱炭素社会
への移行による、脱炭素技術等の市場拡大・普及展開を進めることで、我
が国企業が有する環境インフラの海外展開の促進につなげる。また、その
貢献に応じたJCMクレジットの早期獲得を目指す。

「地球温暖化対策計画（令和7年2月閣議決定）」に基づき、国際機関と連携して、JCMを活用した個別プロジェクトを
支援する。EBRDを通じて、GHG排出削減プロジェクトへの資金支援を実施するとともに、JCMの国際的な認知度や信
用の向上、各国の能力構築による炭素市場メカニズムの形成等を図り、導入コスト高から進んでこなかった我が国企業
が有する脱炭素技術等の導入を支援。

優れた脱炭素技術等の導入及び調達プロセスの能力構築により途上国の脱炭素社会への移行等を支援します。

欧州復興開発銀行（EBRD）

令和７年度

■拠出先

＜具体的な脱炭素技術等の事例＞

高効率送電線

スマートビルディング

水力発電 等

お問合せ先： 環境省 地球環境局国際脱炭素移行推進・環境インフラ担当参事官室 電話：03-5521-8248

【令和７年度補正予算（案） 150百万円】



2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

「補助対象」、「委託内
容」、「活用事例」、
「事業イメージ」の中か
らタイトルを選択。
［ﾒｲﾘｵ、太字、14pt］

事業の目的を箇条書きで記載
［ﾒｲﾘｵ、標準、12pt］

事業名を記載
［ﾒｲﾘｵ、太字、18pt］

事業のポイントを簡潔に記載
［です･ます調、ﾒｲﾘｵ、太字、14pt］

予算額を記載
【令和７年度第１次補正予算要
求額 0,000百万円】
［ﾒｲﾘｵ、標準、13pt、数字は半
角］

事業内容を説明。冒頭で手短に、事業の背
景について触れること。
［ﾒｲﾘｵ、標準、11 or 12pt］

■実施期間

■事業形態

図・写真等を交えつつ、
このスペースに納まる
よう記述

小見出し［ﾒｲﾘｵ、濃青
緑、太字、12pt］

本文［ﾒｲﾘｵ、標準、
12pt］

問い合わせ先を記載
環境省○○局○○課
○○室 電話：03-
5521-xxxx
［ﾒｲﾘｵ、太字、12pt、電
話番号は半角］

以下から選択：
請負事業／委託事業／直接補助事業／直接
補助事業（基金）／間接補助事業／交付金
／交付金（基金）

※補助事業の場合は補助率も記載
※複数の事業種別がある場合や特殊なス
キームの場合は、適宜記載
［ﾒｲﾘｵ、標準、12pt］

「■選択」の欄は、事業形態に合わ
せ、以下の様に記載
①請負事業：■請負先
②委託事業：■委託先
③補助事業：■補助対象
④交付金： ■交付対象
［ﾒｲﾘｵ、標準、12pt］

以下から選択：
民間事業者・団体／非営利団体／大学
／研究機関／地方公共団体一般／都道
府県／市区町村
［ﾒｲﾘｵ、標準、12pt］

4. 

関連するSDGsのアイコン
を１つ以上記載

お問合せ先：

JCM案件形成

プロジェクト提案

方法論策定

プロジェクト登録

実施

クレジット発行

二国間クレジット制度（JCM）によるエネ起CO2以外を主とした温室効果ガス削減推進事業（農林水産省連携）

事業イメージ

請負・委託

削減ポテンシャルが大きいが実績が少ない森林・泥炭地の管理や水田

中干しの実施等の自然系分野等において、JCMプロジェクトとする際の

ボトルネックとなっている、温室効果ガス削減量を定量化する計算方法

（方法論）の開発、政府間での交渉体制の構築による案件形成促進・ク

レジット発行の伴走支援、優先国の特定と戦略の策定等を行い、民間資

金を中心とするJCMプロジェクトを推進しパリ協定に基づくクレジット

発行を加速化する。またこの基盤として、相手国で企業の脱炭素努力が

適切に評価され国のインベントリに反映される市場を作るため、事業活

動でのGHG排出量について算定手法開発等の技術的支援を実施する。

地球温暖化対策推進計画等において掲げられたJCMの温室効果ガス削減目標の達成や、GX-ETSの下でのJCMクレジット

活用のため、削減効果が大きい農業・森林管理などの自然系分野等における案件形成やクレジット発行を加速化、イン

ベントリへの反映に向けたGHG排出量の算定手法開発等を行い、民間資金を中心とするJCMプロジェクトを推進する。

農業・森林など自然系分野のJCM案件形成やクレジット発行を加速化し、民間資金を中心とするJCMを推進します。

【令和７年度補正予算（案） 400百万円】

民間事業者・団体

令和７年度

■請負先・委託先

環境省 地球環境局国際脱炭素移行推進・環境インフラ担当参事官付JCM推進室 電話：03-5521-8246    地球環境局国際連携課気候変動国際交渉室 電話：03-5521-8330

森林・泥炭の管理等
泥炭は多量のCO2を含み森林火
災の原因にも。大幅なGHG削減
が可能で、民間もJCMの対象と
して注目。

民
間
企
業
を
伴
走
支
援

ボトルネックの解消

優先国特定・戦略策定

JCM実施の基盤整備
事業活動でのGHG排出量算
定手法の開発等の技術支援。

企業の脱炭素努力を相手国
で適切に評価。

方法論はクレジット量の基礎。
第三者機関の確認を受け相手国
の同意を得る必要がある。
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